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大町市水道事業について（答申）（案） 

 

 

  令和６年３月２２日付、５上下水第１８７号で諮問がありました標記の件につきま 

して、当審議会において慎重に審議した結果、別紙のとおり答申いたします。 

 

審議資料２ 



答  申  書  （案） 
 

１ はじめに 

水道は、生活に必要不可欠なライフラインとして、住民の生命と暮ら

しを守る極めて重要な役割を担っている。しかし近年、人口減少等に伴

う給水需要や料金収入が減少する一方で、老朽化が進む施設等の更新に

加え、各地で頻発・激甚化する自然災害に備えた強靭化対策が求められ

るなど、水道事業を取り巻く経営環境は急速に厳しさを増し、今後も引

き続き、安心・安全な水を安定的に供給するために、長期的な視野に基

づいた持続可能な事業運営が必要となっている。 

当審議会は、令和６年３月 22 日に大町市長から、（１）水道料金の改

定について、（２）今後の事業運営の方向性について、諮問を受け、これ

まで４回にわたり、慎重な審議を行った。 

 

２ 審議内容 

（１）水道料金の改定について 

大町市水道事業については、令和４年度決算において１億 500 万円余

の純利益を計上し、経常収支比率をはじめとした各種指標はいずれも安

定して推移する一方で、今後の事業計画を踏まえた収支予測では、当面

の間は引き続き良好な経営の維持ができるものと推察するものの、この

まま料金収入の減少が続いた場合、令和 10 年度以降の料金回収率は基

準値を下回ることが懸念される。このことから、今後の事業の進め方に

ついては、料金水準の見直し等も考慮しながら、情勢に的確に対応した

効率的かつ適切な事業運営に加え、事業の持続性の確保が重要であると

考える。 

なお、本審議会に係る令和６年度から令和８年度までの水道料金算定

期間内における料金水準については、総括原価方式に基づく算定結果を

踏まえ、現行の水準で事業継続が可能であることを確認した。 

（２）今後の事業運営の方向性について 

 近年、国では、水道事業を取り巻く様々な課題に対応するため、「運営

基盤の強化」を柱としながら、市町村の区域を超えた広域連携や、同一

行政区域内における水道事業と簡易水道事業の統合について推進してい



る。 

当市の水道事業は、事業が抱える全国的な課題に加え、平成 18 年に行

われた３市村の合併時より、「料金水準の地域格差」といった独自の課題

を抱えていることから、今後、市の公営水道として、事業運営の方向性

を検討するにあたり、現状、個々の事業別に運営する上水道事業と公営

簡易水道事業について、国の施策に基づく経営の一体化や管理の一体化

など、事業統合を視野に入れ「運営基盤の強化」について具体的な検討

を進めるとともに、併せて、料金水準の格差解消に向けた取り組みを進

めていく必要があることを確認した。 

 

３ 答申内容 

   審議の結果、次のとおり答申する。 

（１）水道料金の改定について 

水道料金の改定については、総括原価方式に基づく料金水準を算定

した結果、算定期間内について適正な水準が維持されていることから、

令和８年度までの間は現状の料金水準及び料金体系を据え置きとする。 

（２）今後の事業運営の方向性について 

  今後の事業運営の方向性については、国の施策に基づき、将来、水

道事業と公営簡易水道事業との事業統合を視野に入れながら、運営基

盤の強化を図るとともに、併せて、料金水準の地域格差の解消に取り

組んでいく必要がある。また、これらについては、本年度、企業会計移

行後の公営簡易水道事業における財務状況及び経営指標等を踏まえた

経営分析を行い、令和７年度以降にあらためて両事業の経営審議会を

開催し、課題解決に向けて料金水準及び料金体系など具体的な事業運

営の方向性を検討すること。 

 

４ 附帯意見 

今回審議した中長期的な事業計画によると、水道施設の大規模更新

や耐震化が見込まれることなどを踏まえ、次回の料金改定の検討にあ

たっては、より長期的な経営状況を見据えて料金水準及び料金体系の

検討を行うこと。 
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